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【注 1】令和 6年度までの延長が決定 

１．第４次男鹿市行政改革大綱策定の趣旨 

⑴ これまでの行政改革の取組 

 本市は合併前の旧市町時代も含め、長年にわたり行政改革に取り組んできま

した。合併後は平成１７年１２月に第１次男鹿市行政改革大綱（平成１７年度

～２１年度）、平成２１年１２月に第２次男鹿市行政改革大綱（平成２２年度～

２６年度）を策定し、事務及び事業の見直し、補助金等の見直し、組織機構の

再編など様々の改革に取り組み、事務の効率化、歳出の抑制、財源の確保に努

めてきました。 

 そして、第３次男鹿市行政改革大綱（平成２６年度～３０年度）は、第２次

行政改革の計画した取組事項が概ね実施済となったことから、１年前倒しして、

平成２６年２月に策定するとともに、中間年で見直しを行うなどスピード感を

もって、更なる効率的な行政運営、財政基盤の強化に取り組んできたところで

す。 

 

⑵ 本市を取り巻く環境と行政の役割 

 我が国の人口は、平成２７年に１億２，７１１万人となり、大正９年の国勢

調査開始以来、初めて減少し、今後、地方だけでなく日本全体が、長期の人口

減少過程に入る新たな局面を迎えています。 

 本市の人口は、昭和３０年の５９，９５５人をピークに減少を続け、平成２

７年には２８，３７５人と、ピーク時の半分以下となっています。そして、「男

鹿市人口ビジョン」によれば、令和２２（２０４０）年の人口は、１６，３２

７人となり、平成２７年の半数にまで減少する見込みです。 

 人口の減少は、モノやサービスに対する消費量の減少を意味し、生産活動の

低下や雇用機会の喪失、税収の減少など、地域経済の縮小を招く大きな要因で

す。 

 本市は、合併後１２年を経過しました。普通交付税の合併算定替えは、平成

２７年度から段階的に縮減しており、合併特例債の発行期限とともに平成３１

年度で終了します。【注 1】また、人口の減少、少子・高齢化の進展など本市を取

り巻く環境は、従前にも増し、厳しい行財政運営を強いられることが予想され、

持続可能な市政運営を行うためには、財政の健全性を保たねばなりません。 
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⑶ 新たな大綱の策定 

 しかし、行政改革とは、単なる歳出の削減ではありません。市民サービスの

向上と行政運営の質の向上が重要であり、地方自治法に掲げる「住民の福祉の

増進」に向け、「最少の経費で最大の効果」を上げる行政運営を確立するため継

続的に取り組むべきものであります。 

 これらのことを踏まえ、男鹿市総合計画を支え、「地域特性を踏まえたまちづ

くりの推進を支える最適な行政サービスの確立」を基本目標とし、行政改革を

より一層推進するため、「第４次男鹿市行政改革大綱」を策定するものです。 

 

⑷ 大綱の位置付け 

 

男鹿市総合計画（平成 28 年度～令和 7 年度） 

   活力ある地場産業の構築と思いやりの心で創りあげる  

   「教育・観光・環境が豊かな文化都市」  

下支え 財源の裏付け 

第 4 次男鹿市行政改革大綱 

（平成 30 年度～令和 3 年度） 

地域特性を踏まえたまちづくりの推進

を支える最適な行政サービスの確立  

中期財政計画 

（3 箇年） 

定員管理計画 

（平成 30 年度～令和 3 年度） 
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２．大綱の基本的事項 

⑴ 基本目標 

 「第４次男鹿市行政改革大綱」は、「男鹿市総合計画」に掲げる都市像の実現

に向けた施策・事業を推進するための効果的・効率的な行政運営の確立を目指

し、「地域特性を踏まえたまちづくりの推進を支える最適な行政サービスの確

立」を基本目標とします。 

 

⑵ 推進期間 

 平成３０年度から令和３年度までの４年間とします。 

 

⑶ 大綱の方向性 

 基本目標「地域特性を踏まえたまちづくりの推進を支える最適な行政サービ

スの確立」の実現に向け、取り組むべき３つの方向性を定めます。 

 

 ① 行政運営の質の向上 

 効率的で質の高い行政サービスの提供、市民ニーズや社会経済環境の変化

に対応した行政サービスの提供により、市民満足の向上を図ります。 

 

 ② 市民との協働の推進 

 地域の伝統や文化を大切にしながら、市民主体の活動を支援するとともに、

市民と行政が知恵を出し合い、ともに育む地域づくりを推進します。 

 

 ③ 財政健全性の確保 

 将来にわたり市民サービスの維持・向上に取り組んでいくため、内部努力

の徹底などにより財政基盤の強化に取り組みます。 
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３．実施計画 

 取り組むべき３つの方向性に、具体的な取組事項を設定し、行政改革を着実

に実施します。 

 ⑴ 行政運営の質の向上         当初   追加    合計 

  ① 市民サービスの向上        ８項目  ５項目  １３項目 

  ② 経営感覚を生かした行政運営    ３項目        ３項目 

  ③ 組織機構の最適化         １項目        １項目 

 

 ⑵ 市民との協働の推進 

  ① 地域活動の推進          ３項目        ３項目 

  ② 多様な担い手の育成        ２項目        ２項目 

  ③ 市民とのコミュニケーションの推進 １項目        １項目 

 

 ⑶ 財政健全性の確保 

  ① 中期財政計画の実践        ４項目        ４項目 

  ② 公共施設等のマネジメントの推進  ２項目  １項目   ３項目 

  ③ 公営企業会計、特別会計の健全経営 ４項目        ４項目 

 

    合計              ２８項目  ６項目  ３４項目 

 

４．組織・機構の再編 

 縦の連携、横の連携を図りながら、スピーディーに物事を解決できる組織に

するとともに、交流人口の拡大、観光部門を強化するため観光文化スポーツ部

を新設するなど、地方分権時代にふさわしい組織体制を構築します。 

 

 

５．定員管理計画 

 地方分権の推進に伴い事務量は増加傾向にありますが、財政の健全性を確保

するためには義務的経費である人件費を抑制していく必要があり、類似団体と

比較しながら適正な定員管理を推進します。 



実  施  計  画 
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１ 行政運営の質の向上 

 ⑴ 市民サービスの向上 

 

Ｎｏ 1 
取組事項 

（担当課） 

避難所Ｗi-Ｆi環境整備の検討 

（総務課） 

現状・課題 

 東日本大震災などの大規模災害時には、固定電話や携帯電話の通話が輻輳し使用が制

限され、インターネットは通信手段として機能していた。 

 避難所における避難者の生活環境の改善のため総務省では Wi-Fi環境の整備を推進し

ているが、避難施設の中でも、体育館などは、ＬＡＮ環境が未整備のケースが多い。 

取組内容 

 避難所で情報収集、伝達の多重化を図るため、情報収集の手段となるテレビ・ラジオ

のほかに Wi-Fi整備について検討する。 

 

 

効  果 

 避難所において、災害発生時の情報伝達手段を確保する。 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討 調査・検討 調査・検討  

数値効果 － － －  

Ｎｏ 2 
取組事項 

（担当課） 

新旧対照表方式導入の検討 

（総務課） 

現状・課題 

 条例等の一部改正時、改め文方式では、改正内容が解りにくい。 

 新旧対照表と改め文の両方を作成しており、改め文の作成に知識と時間を要する。 

 

 

取組内容 

 条例の一部改正を改め文方式のみではなく新旧対照表方式も導入する。 

 一括して字句を整理する場合は、改め文方式の方が解りやすい場合があるため、ルー

ルを作成する。 

 

効  果 

 条例等の改正内容を解りやすく伝えることができる。 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討 実 施 ⇒ ⇒ 

数値効果 － － － － 

別添１ 
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１ 行政運営の質の向上 

 ⑴ 市民サービスの向上 

 

Ｎｏ 3 
取組事項 

（担当課） 

オープンデータの利用推進 

（総務課、関係各課） 

現状・課題 

 市が保有する開放可能なデータの多くが、公開されていない。 

 

 

 

取組内容 

 市が保有する様々なデータを機械判読に適した２次利用が可能な形式で公開する。 

 

 

 

効  果 

 様々なデータの活用により、市民活動や経済活動が活性化されるとともに、行政の透

明性や地域課題の解決につながる。 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討 ⇒ 一部実施 実 施 

数値効果 － － 30件 100件 

Ｎｏ 4 
取組事項 

（担当課） 

特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）の電子的「正本」

通知の実施（税務課） 

現状・課題 

 個人住民税における特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）は、当市においては紙で

の「正本」通知となっており、電子データは「副本」という位置付けとなっている。特

別徴収義務者においては、送付された「副本」データを事業者のシステムに登録する際、

紙媒体（「正本」）との読み合わせが必要となっている。 

取組内容 

 当市のシステム改修により特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）を電子的「正本」

として通知する。 

 

 

効  果 

 市においては、用紙の削減が図られる。 

 特別徴収義務者においては、紙媒体との読み合わせや紙媒体の保存が不要となること

から、事務の効率化や管理コストの削減が図られる。 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 実 施 ⇒ ⇒ ⇒ 

数値効果 6社 12社 25社 50社 
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１ 行政運営の質の向上 

 ⑴ 市民サービスの向上 

 

Ｎｏ 5 
取組事項 

（担当課） 

地方税共通納税システムの導入 

（税務課） 

現状・課題 

 法人市民税、固定資産税（償却資産）及び個人市県民税（給与支払報告書等）の電子

申告を受付しているが、電子納税については行っていない。 

 そのため、事業所の所在地や従業員の住所が多くの自治体にまたがる場合は、企業等

の手続きが煩雑となっている。 

取組内容 

 地方公共団体が共同で運用する地方税ポータルシステム（eLTAX）を活用した地方税共

通納税システムを導入する。 

 

 

効  果 

 企業の事務手続きが簡素化される。 

 納付書等の発行及び発送の必要が無くなり事務の効率化が図られる。 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討 実 施 ⇒ ⇒ 

数値効果 － － 25社 50社 

Ｎｏ 6 
取組事項 

（担当課） 

住民票等のコンビニ交付の検討 

（生活環境課） 

現状・課題 

 窓口業務の体制は、職員 6名、臨時職員 1名、消費生活相談員 1名で行っており、業

務内容は窓口での申請届出、請求を受けて戸籍・住基の作成・交付をしている。また出

張所窓口からの申請届出、請求を受け出張所への出力を行っている。そのほかガス水道

の納付書の再発行を行っている。 

取組内容 

 実施の有無を検討する。 

 

 

 

効  果 

 日本全国のコンビニ等で夜間、休日でも証明書の交付が行える。 

 庁舎窓口の混雑が緩和され、より丁寧な市民サービスが行える。 

 窓口業務の業務量を軽減する。 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討    

数値効果 －    
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１ 行政運営の質の向上 

 ⑴ 市民サービスの向上 

 

Ｎｏ 7 
取組事項 

（担当課） 

図書館開館時間の延長 

（図書館） 

現状・課題 

 図書館の開館時間は、９：００～１７：００となっている。 

 閉館時間が１７：００であることから、会社勤務の方などは、平日は利用しづらい状

況である。 

 

取組内容 

 平日の開館時間を、９：３０～１８：３０とし、現状より１時間延長する。 

 

 

 

効  果 

 利用者の利便性の向上 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討 実 施 ⇒ ⇒ 

数値効果 － 入館者 2,156人増 ⇒ ⇒ 

Ｎｏ 8 
取組事項 

（担当課） 

子育て応援米支給事業に代わる新たな子育て支援策 

【令和元年度修正】（健康子育て課）     

現状・課題 

 子育て応援米は平成 29年度で廃止し平成 30年度からは子育てファミリー支援事業や

すこやか子育て支援事業等既存事業の拡充等新たな子育て支援を行っている。  

 令和元年 10月１日から幼児教育・保育の無償化制度が始まり、３から５歳児の保育料

が無償となり、新たに保護者負担となった副食費に対し県と市と協働で「すこやか子育

て支援事業」においての助成の拡充を図っている。 

取組内容 

 市内の子育て世帯を対象に行った第２期子ども・子育て支援事業計画策定のための子

育て支援のニーズ調査の中で、要望が高かった３歳から５歳児の副食費の全額助成を令

和２年度開始に向けて検討する。また現在実施している第３子出産祝い金事業に加え、

育児用品購入補助事業に替わり新たに第１・２子出産者に対し出産祝い金を支給する等、

祝い金事業の拡充も検討する。 

効  果 
 子育て世帯の経済的負担を軽減することから、産み育てやすい環境づくりに繋げてい

く。 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 実 施 ⇒ ⇒ ⇒ 

数値効果 △8,207千円 △7,742千円   
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１ 行政運営の質の向上 

 ⑴ 市民サービスの向上 

 

Ｎｏ 101 
取組事項 

（担当課） 

デジタルガバメントの推進      【令和元年度追加】 

（総務課）              

現状・課題 

 現在、市民や事業者が当市において行政手続を行う場合、直接市役所窓口に来所し紙

の申請書類、添付書類の提出が必要なものがほとんどである。内容によっては、手続の

ため複数回の来所や多数の添付書類の提出が必要となる場合もある。住民の利便性の向

上や、担当職員の事務の煩雑さを解消することを目的に行政サービスのデジタル化を検

証し、オンラインを活用した申請や添付書類の簡素化による行政サービスのデジタル改

革を図る。 

取組内容 

【デジタルファースト】手続毎に業務改革、システム改革を行うことで、行政サービス

のデジタル化を検証する。【ワンスオンリー】マイナンバー制度等を活用し、添付書類の

提出の省略を検討する。【コネクテッド・ワンストップ】行政手続きのワンストップ化を

検証する。（引越し、介護、死亡・相続） 

効  果 
①業務改革（BPR）の徹底 ②手続のオンライン化③添付書類の簡素化 ④ワンストッ

プサービスの推進 ⑤その他 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画   調査・検討 調査・検討 

数値効果   － － 

Ｎｏ 102 
取組事項 

（担当課） 

市有バスの運行の見直しについて   【令和元年度追加】 

（財政課）              

現状・課題 

令和元年 10月まで、通称：議会バス、福祉バス、ふるさと号の 3台体制で運行してい

たが、修繕を行っても安全性を確保できなくなったことから福祉バスは廃車となった。

残り 2台についても、購入から二十数年が経過、車体の老朽化が著しく、頻繁に修繕を

行っても、乗客利用者の安全を確保し難い状況である。 

取組内容 

令和２年度よりガルーンにて市有バスの予約管理を行う予定である。                    

安全を優先して運行を縮小しつつも、利用申請への許可は市の政策別に選別するべき

であり、効果的な運行を模索する。 

効  果 

現在使用しているバス２台については、使用可能であるうちは市有バスの運行を継続

し、使用不可となった段階で順次廃車とする。同時に、外部委託やバス借上げ補助への

切替えの検討を行い、最終的には市有バス運行の廃止を目指す。 

また、バスの管理について、福祉利用ならば福祉課、教育目的ならば教育委員会など、

利用目的に応じた運行管理形態の構築を検討する。 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画   調査・検討 調査・検討 

数値効果   － － 



10 

１ 行政運営の質の向上 

 ⑴ 市民サービスの向上 

 

Ｎｏ 103 
取組事項 

（担当課） 

共通投票所の導入の検討       【令和元年度追加】 

（選挙管理委員会事務局）       

現状・課題 

 当市における有権者数、投票率は選挙のたびに下落している。一方、期日前投票率は

毎回上昇しており、投票日当日に投票する人が急激に減少してきている現状がある。 

 職員数の減少に伴い投票事務従事者の確保や、地域住民の高齢化等により投票管理

者・投票立会人の確保が困難になっている。また、国県から交付される選挙執行経費が

削減されてきており、選挙体制の見直しによる事務の適正化が重要な課題となっている。 

取組内容 

市内各出張所を共通投票所とすることで、有権者は投票日にすべての共通投票所で投

票することが可能となるので、有権者の利便性の向上が図られることから、各出張所を

共通投票所として整備することとを検討する。また、交通弱者の投票機会の確保をする

ため、移動期日前投票所の設置も併せて検討する。 

効  果 
利便性向上により投票率が上昇 

 選挙体制の効率化により選挙執行経費の削減 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画   調査・検討 調査・検討 

数値効果   － － 

Ｎｏ 104 
取組事項 

（担当課） 

マイナンバーカードの普及・活用推進 【令和元年度追加】 

（総務課、生活環境課、男鹿まるごと売込課等） 

現状・課題 

 現在国では、「マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進に関する方

針」を踏まえ、安全・安心で利便性の高いデジタル社会を出来る限り早期に実現する観

点から、マイナンバーカードの普及を強力に推進することとしている。 

 当市においてもマイナンバー制度のメリットを最大限活かせるように、市民や関係業

界団体等のマイナンバーカードの積極的な取得と利活用が促進される仕組み・体制の構

築を図る。 

取組内容 

マイナンバーカードの普及・制度の有効活用のため、①マイナンバーカード取得の環

境整備、②マイナンバーカードを活用した消費活性化策の策定、③市行政サービスとの

連携（図書館共同利用システムの利用、納税手続のデジタル化、介護ワンストップサー

ビス等）の検討、④制度の普及啓発等に取り組む。 

効  果 

①市民のマイナンバーカード取得率の向上 

②マイナンバーカードを活用したポイント制度等により地域の消費活動活性化 

③市行政サービスの利便性の向上 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画   調査・検討 実施 

数値効果   － － 



11 

１ 行政運営の質の向上 

 ⑴ 市民サービスの向上 

 

Ｎｏ 105 
取組事項 

（担当課） 

自治体クラウドの推進        【令和元年度追加】 

（総務課） 

現状・課題 

 現在、国の動向として、住民記録システムや税務・福祉分野についてシステムの標準

を設定し、LGWAN-ASP として提供できるよう進めているが、国が示しているスケジュー

ル感や内容が明白でないため、県では、国の標準化を待つのか、秋田県独自で進めてい

くのかを平行して検討している段階である。 

 国が標準的なシステムを設定し LGWAN-ASPで提供することとしており、県単位でのク

ラウドよりもメリットが大きければ、新たな選択肢として可能性がある。コスト面や保

守・運用の質、他システムとの関係性等、現状では詳細が不明であり、今後注視してい

く必要がある。 

取組内容 

県のスケジュールでは令和 5年度からの運用開始であり、本市のシステム更新の時期

とずれている。ベンダー毎の自治体クラウドを先行して実施するという選択肢もあるた

め、当市同じシステムを導入している他市との調整、連携し自治体クラウドの効果を研

究していく。 

効  果 

①情報システムの運用コスト削減 

②集中監視による情報セキュリティ水準向上 

③庁舎が被災するなどしても業務継続が可能 

④参加自治体間での業務共通化・標準化 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画   調査・検討 調査・検討 

数値効果   － － 
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１ 行政運営の質の向上 

 ⑵ 経営感覚を生かした行政運営 

 

Ｎｏ 9 
取組事項 

（担当課） 

行政評価実施の検討 

（企画政策課） 

現状・課題 

 市の政策、施策、事務事業について、一定の基準や指標をもって、妥当性、達成度や

成果を判定し、PDCAサイクルを確立していくことは行政経営の観点からも重要である。 

 また、職員の意識改革を促し、政策等の評価に関する情報を公表することで、市民に

対しての説明責任を向上させるためにも行政評価は有用な仕組みである。 

取組内容 

 行政評価の実施に向け、市の政策、施策、事務事業について外部（市民）の意見を反

映させる仕組みや評価対象事業の選定方法等を検討する。 

 

 

効  果 

 行政の透明性を確保する。 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討 ⇒ ⇒  一部実施 

数値効果 － － － － 

Ｎｏ 10 
取組事項 

（担当課） 

本庁舎の施設管理の見直し【継続】 

（財政課） 

現状・課題 

 庁舎機能の適正な維持・保全のため関係法令に準じた業務のほか、不良行為等の発生

の警戒、予防のため警備業務等を民間業者へ委託している。 

 委託料を抑制するため長期継続契約の導入などを実施しているが、更なる抑制のため、

業務の仕様を見直しする必要がある。 

取組内容 

 警備業務に付随した受付業務及び庁舎清掃業務を見直しするとともに、機械警備業務

の導入を検討する。 

 

 

効  果 

 委託料の抑制 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 実 施 ⇒ ⇒ ⇒ 

数値効果 △2,316千円 ⇒ ⇒ ⇒ 
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１ 行政運営の質の向上 

 ⑵ 経営感覚を生かした行政運営 

 

Ｎｏ 11 
取組事項 

（担当課） 

受益者負担の適正化（施設等使用料、手数料の見直し） 

【継続】（関係各課） 

現状・課題 

 行政が提供するサービスの費用は大部分が税金で負担（公費負担）されているが、サ

ービスを利用しない人の税金も含まれている。 

 

 

取組内容 

 公共施設やその他サービスに対する使用料、手数料について、受益者負担の適正化に

ついて検討する。利用料金についても同様に検討する。 

 

 

効  果 

 利用者負担の公平性の確保 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 実 施 ⇒ ⇒ ⇒ 

数値効果 － － － － 
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１ 行政運営の質の向上 

 ⑶ 組織機構の最適化 

 

Ｎｏ 12 
取組事項 

（担当課） 

弾力的な人員配置 

（総務課） 

現状・課題 

 部及び課の間には排他的な状況があるため、閑散期の部署が繁忙期の部署を応援する

体制が整っていない。 

 

 

取組内容 

 他部署への応援をしやすくする体制の構築やルールを作成する。 

 

 

 

効  果 

 時間外勤務の縮減 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討 ⇒ 実 施 ⇒ 

数値効果 － － － － 
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２ 市民との協働の推進 

 ⑴ 地域活動の推進 

 

Ｎｏ 13 
取組事項 

（担当課） 

高齢者対策事業の見直し【継続】 

（福祉事務所） 

現状・課題 

 高齢者対策事業について、各団体の人員減少等により事業の活性化・継続性のために

対策が必要である。また、それぞれが行っている事業について協力体制をつくり効率化

を図る必要がある。 

 

取組内容 

 地域福祉総合推進事業、在宅福祉等普及向上事業、高齢者の生きがいと健康づくり事

業、敬老会について、事業の整理をするとともに、各団体の協力体制作りを支援する。 

 事業を再構築することで、国の補助事業を適用させることを検討する。 

 

効  果 

 各団体の負担を軽減しながら、地域の活性化につなげる。 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 一部実施 実 施 ⇒ ⇒ 

数値効果 － △1,900千円 ⇒ ⇒ 

Ｎｏ 14 
取組事項 

（担当課） 

敬老会の実施委託の見直し【継続】 

（福祉事務所） 

現状・課題 

 77歳以上の高齢者を対象に、実行委員会およびシルバー人材センターに委託して市内

9箇所で実施している。 

 各地区で実行委員会を組織しているが、市職員の事務負担が大きい。 

 

取組内容 

 実施について実行委員会等を主体とする完全委託を図り、市は補助的な役割を担う。 

 実行委員会として婦人会が委託されている地域が多いが、婦人会の人数が減少してき

ているなどの現状があり、他団体（社会福祉協議会等）と協力していく体制を作ってい

く。 

効  果 

 地域の独自色を出し、協力団体を多くすることで敬老会の継続性を確保する。 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 一部実施 ⇒ 実 施 ⇒ 

数値効果 － － 完全委託 2か所 完全委託 4か所 
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２ 市民との協働の推進 

 ⑴ 地域活動の推進 

 

Ｎｏ 15 
取組事項 

（担当課） 

家庭系ごみの減量化とごみ処理手数料の有料化【継続】 

（生活環境課） 

現状・課題 

 本市の家庭系ごみの 1人 1日当たりの排出量は、平成 28年度実績で 665グラムで、男

鹿市一般廃棄物(ごみ)処理基本計画において平成32年度の目標である約500グラムに対

して 3割程度多く、県内 25市町村では一番多い状況にある。 

 

取組内容 

 家庭系ごみの 1人 1日当たり排出量削減のため、減量とリサイクル・資源化について、

広報掲載や出前講座等による啓発活動、生ごみ処理講習会の開催などを実施して市民へ

の浸透と実践を図る。その進展状況により、家庭系ごみの有料化の導入がより効果的で

あると判断される場合、市民に対して説明会等を実施し理解を求めたうえで有料化の導

入を具体化する。 

効  果 

 家庭系ごみの排出量を減らす。 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 実 施 ⇒ ⇒ ⇒ 

数値効果 
1人 1日当たり 

40ｇ減 
⇒ ⇒ ⇒ 
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２ 市民との協働の推進 

 ⑵ 多様な担い手の育成 

 

Ｎｏ 16 
取組事項 

（担当課） 

市民活動団体の育成 

（観光商工課、企画政策課、関係各課） 

現状・課題 

 観光、文化など多分野において、本来住民が主体となるべき地域活動が活発ではない。 

 実行委員会でありながら、行政主導の運営が行われている。 

 

 

取組内容 

 住民が主体的に行う活動とその活動する組織の設立や育成を支援する。 

 

 

 

効  果 

 ＮＰＯ法人の設立 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討 ⇒ ⇒ ⇒ 

数値効果 － － － － 

Ｎｏ 17 
取組事項 

（担当課） 

補助金の見直し 

（財政課、関係各課） 

現状・課題 

 地域社会が持つ課題が多様化、専門化、複雑化してきている中、行政のみで対応する

ことは困難であり、課題解決には、限られた財源を有効に活用しながら行政と市民の適

切な役割分担、両者の協働、連携が重要である。 

 

取組内容 

 公募制補助金制度の導入について検討する。 

 補助金管理台帳を作成し、補助金の目的、終期を設定するとともに、その効果等につ

いて検証する。 

 

効  果 

 市民の主体性、独自性のある多様な活動を促し、地域社会を支えていく市民団体等を

育成する。 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討 実 施 ⇒ ⇒ 

数値効果 － － － － 



18 

２ 市民との協働の推進 

 ⑶ 市民とのコミュニケーションの推進 

 

Ｎｏ 18 
取組事項 

（担当課） 

町内会長等市政懇談会の見直し 

（企画政策課） 

現状・課題 

 毎年、１０月から１１月にかけて市内８箇所で開催しており、市長と市民が直接意見

交換を行う機会となっている。 

 町内会長等からの要望を受けることが主となっている。 

 

取組内容 

 若い世代や女性など幅広く参加していただけるよう開催回数、開催場所、周知方法、

開催形式などについて検討する。 

 

 

効  果 

 地域の課題に対して、行政と市民が協力し解決するための議論の場とする。 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討 実 施   

数値効果 － －   
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３ 財政健全性の確保 

 ⑴ 中期財政計画の実践 

 

Ｎｏ 19 
取組事項 

（担当課） 

市債単年度発行額の制限 

（財政課） 

現状・課題 

 市債残高は着実に減少しているが、今後、歳入では市税、地方交付税などが減少する

ことが見込まれるほか、歳出では社会保障費などに要する経費が増加する見込みである

ことから、更なる公債費の低減を図る必要がある。 

 

取組内容 

 目標額に合わせて事業の実施を検討する。 

 

 

 

効  果 

 将来負担の低減 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 実 施 ⇒ ⇒ ⇒ 

数値効果 発行額上限 8億円 発行額上限 7億円 発行額上限 6億円 発行額上限 6億円 

Ｎｏ 20 
取組事項 

（担当課） 

ふるさと納税の充実【継続】 

（企画政策課） 

現状・課題 

 件数、金額ともに増加しているが、件数の増加に伴い、返礼品の確保が難しくなる。 

 

 

 

取組内容 

 返礼品の充実、寄附しやすい環境づくりの推進を継続するとともに、返礼品の確保や

事務量増加に伴う対応を検討する。 

 

 

効  果 

 自主財源の確保 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 実 施 ⇒ ⇒ ⇒ 

数値効果 寄附額 78,000千円 寄附額 93,000千円 寄附額 111,000千円 寄附額 133,000千円 
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３ 財政健全性の確保 

 ⑴ 中期財政計画の実践 

 

Ｎｏ 21 
取組事項 

（担当課） 

管理職手当の減額【継続】 

（総務課） 

現状・課題 

 第 3次行政改革大綱に基づき、平成 26年 4月 1日から平成 31年 3月 31日までの間に

おける管理職手当の支給額を 10％減額している。 

 

 

取組内容 

 財政状況を考慮し、引き続き管理職手当の 10％減額を継続する。 

 

 

 

効  果 

 歳出削減 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 実 施 ⇒ ⇒ ⇒ 

数値効果 △2,350千円 ⇒ ⇒ ⇒ 

Ｎｏ 22 
取組事項 

（担当課） 

イベント業務にかかる時間外勤務の振替措置 

（総務課） 

現状・課題 

 イベント業務に協力する職員の時間外勤務に対しては、時間外勤務手当を全額支給し

ているが、職員の年次有給休暇の取得率は横ばいであるため、職員の総労働時間は増加

している状況にある。 

 

取組内容 

 職員の総労働時間の抑制、休日数の確保、健康維持及び時間外勤務手当の抑制の観点

から、週休日等のイベント業務については週休日の振替措置を実施する。 

 

 

効  果 

 職員の総労働時間の抑制、休日数の確保、健康維持及び歳出削減 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 実 施 ⇒ ⇒ ⇒ 

数値効果 △3,900千円 ⇒ ⇒ ⇒ 
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３ 財政健全性の確保 

 ⑵ 公共施設等のマネジメントの推進 

 

Ｎｏ 23 
取組事項 

（担当課） 

公共建築物の質と量の最適化の検討【継続】 

（財政課、関係各課） 

現状・課題 

 投資的経費を大きく上回る修繕・更新費のピークが既に到来しており、施設の安全と

提供する行政サービスの質を保ちつつ、全庁的に長期にわたる市有施設の維持、修繕・

更新費の縮減に努め、投資的経費の平準化を図る必要がある。 

 

取組内容 

 男鹿市公共施設等総合管理計画に基づき、財政規模に見合った効率的施設運営を実現

するため、平成３２年中に財産各所管が策定すべき個別施設計画の策定支援に取り組む。 

 高コスト化や利用頻度の低い施設等については、地域住民等との合意形成により統合

や廃止、解体を含めた再配置等を検討し、公共建築物の削減に努める。 

効  果 

 全ての施設で個別計画（長寿命化計画）を策定するとともに、計画的な点検・診断及

び修繕による予防保全型の維持管理とメンテナンスサイクルの構築により、建て替えコ

スト等の修繕・更新費用の縮減化に努める。 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討 ⇒ ⇒ ⇒ 

数値効果 － － － － 

Ｎｏ 24 
取組事項 

（担当課） 

公有財産活用窓口の一元化 

（財政課） 

現状・課題 

 老朽化や学校の統合などにより役割を終えた施設などは、地域住民や利用者等との合

意形成が不十分であり、将来的な財産の利活用が進まない状況にある。 

 

 

取組内容 

 公共施設等総合管理計画及び策定中の個別計画に基づき、行政財産としている根拠が

薄い施設や利用が低迷している施設の廃止や休止を検討する。 

 秋田県市町村公共施設等総合管理計画推進協議会のネットワークを活用し、市有財産

の利活用を図る。 

効  果 

 財産の効率的な利活用又は処分の推進 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討 ⇒ ⇒ ⇒ 

数値効果 － － － － 
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３ 財政健全性の確保 

 ⑵ 公共施設等のマネジメントの推進 

 

Ｎｏ 106 
取組事項 

（担当課） 

指定管理者制度運用の見直し     【令和元年度追加】 

（総務課） 

現状・課題 

 指定管理者制度の導入により、民間活力を活用し、市民サービスの向上と経費の節減

を図ってきているが、制度導入から１５年を経過し、課題もあるため、見直しが必要で

ある。 

 

取組内容 

 指定管理を行っている全ての施設の検証を行うことで、今後の指定管理の在り方を検

討し、運営基準等を定め、運営の適正化・効率化を図っていく。 

 

効  果 

 指定管理施設の運営の適正化・効率化が図られ、利用者サービスの向上と経費の削減

に繋がる。 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画   実施 実施 

数値効果   － － 
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３ 財政健全性の確保 

 ⑶ 公営企業会計、特別会計の健全経営 

 

Ｎｏ 25 
取組事項 

（担当課） 

経営の収支均衡と一般財源依存からの脱却 

【令和元年度修正】（男鹿みなと市民病院） 

現状・課題 

 収益確保と経費の削減等により、一般会計の負担を減らす努力をするとともに、人口

減少など環境の変化に対応した病院のあり方・形態を検討する。 

 

 

取組内容 

 医業収益の確保を図る。 

 経営形態の見直しや経営規模の縮小を検討する。 

 コンサルタント導入による現状分析、改善計画策定並びにその実施に取り組む。 

 

効  果 

 医業・経営分析により地域のニーズに見合う診療体制が計画されるとともに、収支バ

ランスの取れた効率的・効果的な経営体制が構築され、一般財源に頼らない自立した病

院運営が図られる。 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 一部実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

数値効果 △89,000千円 ⇒ ⇒ ⇒ 

Ｎｏ 26 
取組事項 

（担当課） 

下水道事業会計、農業集落排水事業会計、漁業集落排水事

業会計の経営改革（管理課） 

現状・課題 

 下水道事業会計、農業集落排水事業会計、漁業集落排水事業会計において、赤字（資

金不足）の場合、一般会計からの繰入により補塡している。 

 独立採算による将来的に持続可能な事業運営が厳しい状況となっている。 

 

取組内容 

 企業会計原則に基づく事業経営を行うため、業務の見直しとともに、使用料について

は、受益者負担の適正化について検討する。 

 

 

効  果 

 歳出削減、自主財源の確保 

 

 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討    

数値効果 －    
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３ 財政健全性の確保 

 ⑶ 公営企業会計、特別会計の健全経営 

 

Ｎｏ 27 
取組事項 

（担当課） 

水道施設の統廃合の検討 

（上下水道課） 

現状・課題 

 北浦旧浄水場、北部浄水場は、緩速ろ過方式による開放的な施設であるため、安全管

理や衛生面での対応が難しくなっている。 

 加茂浄水場は、漏水により浄水費用が多額となる。漏水調査の人件費、修理費が生じ

ている。降雨時、水源取水口閉管等維持管理に多くの人的対応が求められている。 

取組内容 

 北浦新浄水場の増補改良を行い、老朽化した北浦旧浄水場、北部浄水場を廃止し、安

全な水道水の安定供給のための施設整備計画を検討する。 

 加茂浄水場は、加茂地区から戸賀地区一部に供給を行っており、浄水場の維持管理費

を含めた供給形態の見直しを検討する。 

効  果 

 良質の水道水の安定供給 

 浄水場維持管理費、漏水修理費、職員の緊急対応の軽減 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討    

数値効果 －    

Ｎｏ 28 
取組事項 

（担当課） 

出張診療所廃止の検討 

（生活環境課） 

現状・課題 

 市内４箇所の各出張診療所では、週１回１時間３０分から２時間の診療と院内処方を

行っている。患者数は、１日当たり平均３人から４人であり、患者のほとんどが後期高

齢者医療被保険者で、かつ、みなと市民病院に通院している。 

 

取組内容 

 出張診療所の医療提供施設としての必要性や、地域への影響等、地域医療などの観点

等から、出張診療所の存続又は廃止を検討する。 

 

 

効  果 

 出張診療所４か所を廃止すると、普通交付税基準財政需要額は減少するが、みなと市

民病院へ患者が集約されるため病院の医業収入は増加する。 

 診療所特別会計の赤字を補塡するための一般会計繰出金が縮減される。 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

計  画 調査・検討 ⇒ ⇒  

数値効果 － － －  

 



組 織 ・ 機 構 の 再 編 
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現  行 （平成29年度） 再  編 （平成30年度） 概  要 

総務企画部 総務企画部  

 企画政策課  企画政策課  

  企画広報班   企画広報班  

  移住定住促進班   移住定住促進班  

 総務課  総務課 ・室長に課長級職員を配置 

  総務班   総務班 

  人事班   人事班 

  危機管理室  危機管理室 

 財政課  財政課 ・用地に関する事務を建設課

から移管   財政班   財政班 

  管財班   管財班 

 税務課  税務課 ・室長に課長級職員を配置 

  課税班   課税班 

  債権管理室  債権管理室 

市民福祉部 市民福祉部  

 生活環境課  生活環境課  

  市民サービス班   市民サービス班 

  保険班   保険班 

  環境安全班   環境安全班 

 健康子育て課  健康子育て課  

  子育て支援班   子育て支援班 

  健康班   健康班 

 介護サービス課  介護サービス課 ・介護サービス課と福祉課を

福祉事務所に位置付け 

・福祉事務所長は市民福祉部

長が兼務 

 

  介護班   介護班 

 福祉事務所  福祉課 

  福祉班   福祉班 

  保護班   保護班 

 観光文化スポーツ部 新設 

 

 
  観光課 ・観光、文化、スポーツに関

する事務を産業建設部観光

商工課及び教育委員会生涯

学習課から移管し、３課から

なる新しい部を設置 

・市民文化会館を教育委員会

から文化スポーツ課の所属

に変更 

・文化財に関する事務を文化

スポーツ課で補助執行 

   観光振興班 

   イベント推進班 

  男鹿まるごと売込課 

   売込班 

   商工港湾班 

  文化スポーツ課 

   スポーツ振興班 

   文化ジオパーク推進班 

  市民文化会館 

   管理班 

 

 

 

 

 

別添２ 
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現  行 （平成29年度） 再  編 （平成30年度） 概  要 

産業建設部 産業建設部  

 農林水産課  農林水産課  

  農業振興班   農業振興班 

  農漁村整備班   農漁村整備班 

  水産林業振興班   水産林業振興班 

 観光商工課  ・観光文化スポーツ部に移管 

  観光班   

  商工労政港湾班   

 建設課  建設課 ・用地に関する事務を財政課

に移管   建設班   建設班 

  都市計画班   都市計画班 

 男鹿みなと市民病院事務局  男鹿みなと市民病院事務局 ・経営企画室を総務医事班に

統合 
  総務医事班   総務医事班 

  経営企画室  

 会計課  会計課  

  出納班   出納班 

  審査班   審査班 

 議会事務局  議会事務局  

  庶務班   庶務班 

  議事調査班   議事調査班 

 選挙管理委員会事務局  選挙管理委員会事務局  

  選挙班   選挙班 

教育委員会事務局 教育委員会事務局  

 学校教育課  学校教育課  

  総務班   総務班 

  学事指導班   学事指導班 

 生涯学習課  生涯学習室 ・文化、スポーツに関する事

務を観光文化スポーツ部に

移管 

・文化財に関する事務を文化

スポーツ課で補助執行 

  生涯学習スポーツ班  

  文化財班  

  ジオパーク推進班  

 図書館  図書館  

  管理班   管理班 

 市民文化会館  ・文化スポーツ課に所属を変

更   管理班  

 監査委員事務局  監査委員事務局  

  監査班   監査班 

 農業委員会事務局  農業委員会事務局  

   農政班   農政班 
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現  行 （平成29年度） 再  編 （平成30年度） 概  要 

企業局 企業局  

 管理課  管理課  

  総務班   総務班 

  お客さまサービス班   お客さまサービス班 

 上下水道課  上下水道課 ・班を統合 

  水道工務班   上水道班 

  水道維持班  

  下水道建設班   下水道班 

  下水道維持班  

 ガス工務課  ガス工務課  

  工務班   工務班 

  製造供給班   製造供給班 

 



組 織 ・ 機 構 の 再 編 
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現  行 （平成30年度） 再  編 （令和2年度） 概  要 

総務企画部 総務企画部  

 企画政策課  企画政策課  

  企画広報班   企画広報班  

  移住定住促進班   移住定住促進班  

 総務課  総務課  

  総務班   総務班 

  人事班   人事班 

 危機管理室  危機管理室 

 財政課  財政課  

  財政班   財政班 

  管財班   管財班 

 税務課  税務課  

  課税班   課税班 

 債権管理室  債権管理室 

市民福祉部 市民福祉部  

 生活環境課  生活環境課  

  市民サービス班   市民サービス班 

  保険班   保険班 

  環境安全班   環境安全班 

 健康子育て課  健康子育て課  

  子育て支援班   子育て支援班 

  健康班   健康班 

 介護サービス課  介護サービス課  

  介護班   介護班 

 福祉課  福祉課 

  福祉班   福祉班 

  保護班   保護班 

観光文化スポーツ部 観光文化スポーツ部  

 

 
 観光課  観光課  

  観光振興班   観光振興班 

  イベント推進班   イベント推進班 

 男鹿まるごと売込課  男鹿まるごと売込課 

  売込班   売込班 

  商工港湾班   商工港湾班 

 文化スポーツ課  文化スポーツ課 

  スポーツ振興班   スポーツ振興班 

  文化ジオパーク推進班   文化ジオパーク推進班 

 市民文化会館  市民文化会館 

  管理班 

 

 

  管理班 
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現  行 （平成30年度） 再  編 （令和2年度） 概  要 

産業建設部 産業建設部  

 農林水産課  農林水産課  

  農業振興班   農業振興班 

  農漁村整備班   農漁村整備班 

  水産林業振興班   水産林業振興班 

 建設課  建設課  

  建設班   建設班 

  都市計画班   都市計画班 

 男鹿みなと市民病院事務局  男鹿みなと市民病院事務局  

  総務医事班   総務医事班 

 会計課  会計課  

  出納班   出納班 

  審査班   審査班 

 議会事務局  議会事務局  

  庶務班   庶務班 

  議事調査班   議事調査班 

 選挙管理委員会事務局  選挙管理委員会事務局  

  選挙班   選挙班 

教育委員会事務局 教育委員会事務局 ・教育次長職を廃止 

  教育総務課 ・教育総務課を新設し、旧学

校教育課総務班と旧生涯学

習室の事務を総務班、生涯学

習班に移管 

   総務班 

   生涯学習班 

 学校教育課  学校教育課 ・総務班を教育総務課へ移管 

  総務班  

  学事指導班   学事指導班 

 生涯学習室   

・生涯学習室を廃止し生涯学

習に関する事務を生涯学習

班に移管 

・中央公民館を廃止 

 図書館  図書館  

  管理班   管理班 

 監査委員事務局  監査委員事務局  

  監査班   監査班 

 農業委員会事務局  農業委員会事務局  

   農政班   農政班 

企業局 企業局  

 管理課  管理課  

  総務班   総務班 

  お客さまサービス班   お客さまサービス班 
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現  行 （平成30年度） 再  編 （令和2年度） 概  要 

 上下水道課  上下水道課  

  上水道班   上水道班 

  下水道班   下水道班 

 ガス工務課  ガス工務課  

  工務班   工務班 

  製造供給班   製造供給班 

 



定 員 管 理 計 画 
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職員数（医療職を除く。）                              単位：人 

区     分 職員数 

平成３０年度 

平成３０年４月１日現在職員数 ① ３３０ 

平成３０年度退職者数     ② △８ 

平成３１年４月１日採用者数  ③ ５ 

平成３１年４月１日現在職員数 ①＋②＋③＝④ ３２７ 

増  減  数 ④－① △３ 

 

区     分 職員数 

令和元年度 

平成３１年４月１日現在職員数 ① ３２７ 

令和元年度退職者数     ② △１９ 

令和２年４月１日採用者数  ③ ９ 

令和２年４月１日現在職員数 ①＋②＋③＝④ ３１７ 

増  減  数 ④－① △１０ 

 

区     分 職員数 

令和２年度 

令和２年４月１日現在職員数 ① ３１７ 

令和２年度退職者数     ② △７ 

令和３年４月１日採用者数  ③ ６ 

令和３年４月１日現在職員数 ①＋②＋③＝④ ３１６ 

増  減  数 ④－① △１ 

 

区     分 職員数 

令和３年度 

令和３年４月１日現在職員数 ① ３１６ 

令和３年度退職者数     ② △９ 

令和４年４月１日採用者数  ③ ３ 

令和４年４月１日現在職員数 ①＋②＋③＝④ ３１０ 

増  減  数 ④－① △６ 

 

増  減  数  合  計 △２０ 

 

別添３ 


